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※　こちらの用紙は添付書類一覧の「事業の概要が確認できる書類」をご用意いただけない場合のみご記入し、ご提出ください。

 １ 市街化区域  11  12  21  22  31

 ２ 市街化調整区域  32  33  04  05  06

 ３ その他  07  09  08

千円 千円

千円 千円

千円 千円

% 千円

% 千円

% ) 千円

千円 % ) 千円

% ) 千円

千円 % ) 千円

千円 千円

千円 千円

千円

千円

千円

戸 戸

台 千円

千円

  有 →

 無 千円

※¹　総事業費の内訳（事業費項目）がわかる資料を別途ご提出ください。

その他諸経費

賃
貸
計
画

店舗･事務所
・施設等

用途
家賃
月額

 一括借上
一括借上予定

先

住
宅
※
²

区分 １戸当たりの家賃月額 住戸タイプ １戸当たりの専有面積

最低 千円/戸

管 理 費

駐 車 場 施 設 の 賃 貸 収 入

㎡/戸

最高

千円

その他（ ) 維 持 費 ( 修 繕 積 立 必 要 額 )

店舗・事務所等

機構融資対象部分以外の賃貸収入 固定資産税
土地   (税率

事業概要確認書

申
込
人
①

氏名
名称

ﾌﾘｶﾞﾅ

漢字

収
　
　
支
　
　
計
　
　
画

毎月の収入

用途地域②

記
入
者

会
社
名

ご
担
当
者

金利(15年)

工 業 未 指 定 そ の 他

都市計画区域

用途
地域
➀

総
事
業
費
※
¹

土地取得費

総事業費の合計除却工事費

機構融資対象部分の
建設費

機構融資対象部分以外の建設費

令和８年４月

火 災 保 険 料

金利(35年)

建物   (税率

銀行等からの借入金の返済額

用途

一 種 低 層 二種低層 一種中高層 二種中高層

※²　専有面積別・間取り別の賃料及び共益費がわかる資料を別途ご提出ください。

※³　駐車場の1区画当たりの使用料が異なる場合は、駐車場の料金体系がわかる資料を別途ご提出ください。

一括借上
月額

賃貸用

その他(

機構融資対象部分
の賃貸収入

住 宅

千円

機構借入金
の返済額

㎡/戸

家賃月額

住宅用駐車場施設※³

最多 千円/戸

千円/戸 ㎡/戸

千円

自己用

)

千円

一種住居

二 種 住 居 準 住 居 近隣商業 商 業 準 工 業

1　防火　２準防火　３　未指定

地 代 （ 借 地 の 場 合 ）

共 益 費 都市計画税

収入月額 毎月の支出 支出月額

土地   (税率

建物   (税率

１ 内→

２ 外



事業概要確認書の書き方

※　こちらの用紙は添付書類一覧の「事業の概要が確認できる書類」をご用意いただけない場合のみご記入し、ご提出ください。

 １ 市街化区域  11  12  21  22  31

 ２ 市街化調整区域  32  33  04  05  06

 ３ その他  07  09  08

千円 千円
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千円 % ) 千円

千円 千円

千円 千円

千円

千円

千円

戸 戸

台 千円

千円

  有 →

 無 千円
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※
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千円

賃貸用 自己用
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)

収
　
　
支
　
　
計
　
　
画

毎月の収入 収入月額 毎月の支出 支出月額

機構融資対象部分
の賃貸収入

住 宅
千円

機構借入金
の返済額

金利(35年)

銀行等からの借入金の返済額

千円

機構融資対象部分以外の賃貸収入 固定資産税
土地   (税率

総
事
業
費
※
¹

その他諸経費

土地取得費

駐 車 場 施 設 の 賃 貸 収 入

維 持 費 ( 修 繕 積 立 必 要 額 ))

地 代 （ 借 地 の 場 合 ）

その他（

共 益 費

一種中高層

近隣商業

建物   (税率

二 種 住 居 準 住 居 商 業 準 工 業

工 業 未 指 定 そ の 他

金利(15年)

建物   (税率

都市計画税
土地   (税率
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※³　駐車場の1区画当たりの使用料が異なる場合は、駐車場の料金体系がわかる資料を別途ご提出ください。

都市計画区域

用途
地域
➀

一 種 低 層 二種低層 二種中高層 一種住居

用途地域② 1　防火　２準防火　３　未指定

機構融資対象部分の
建設費

機構融資対象部分以外の建設費

除却工事費 総事業費の合計

店舗・事務所等

千円

※²　専有面積別・間取り別の賃料及び共益費がわかる資料を別途ご提出ください。

最多 千円/戸 ㎡/戸

最低 千円/戸 ㎡/戸 住宅用駐車場施設※³

一括借上
月額

最高 千円/戸

※¹　総事業費の内訳（事業費項目）がわかる資料を別途ご提出ください。

㎡/戸

管 理 費

火 災 保 険 料

その他(

総事業費の各項目は、消費税込み（千円未満切り捨て）の金額を記入してください。収入月額及び支出月額は千円未満を切り上げて計算してください。

長期修繕計画書等により土地及び建物の維持に必要な費用の

月額を実費で記入してください。

なお、具体的な金額が未定の場合は、以下の計算により概算金

額を求めて記入してください。

・耐火構造の場合 → 建設費×０．０５％

・準耐火構造の場合 → 建設費×０．０３％

計算上の建設費には、「総事業費」欄に記入した「機構融資対

象部分及び機構融資対象部分以外に係る建設費」の合計額を

使用してください。

土地及び建物の管理に必要な費用の月額を実費で記入してくだ

さい。

なお、具体的な金額が未定の場合は、『家賃収入月額×５％』の

計算により概算金額を求めて記入してください。

計算上の家賃収入月額には、左欄に記入した「機構融資対象部

分の賃貸収入及び機構融資対象部分以外の賃貸収入」の収入

月額の合計額を使用してください。

「最も高い家賃月額」、「最も低い家賃月額」及び「最も多い家

賃月額」のそれぞれに対応する、住戸タイプと１戸当たりの専

有面積を記入してください。なお、月額家賃に共益費は含め

ないでください。

機構チラシ・ＨＰに記載されている、参考金利表の「１か月当た

りのご返済の目安」を参考にして機構借入金の当初の返済月

額を記入してください。

元金均等返済をご希望される場合は、初回の返済月額を記

入してください。

銀行等からの借入金がある場合は、その当初の返済月額を

記入してください。

火災保険料の月額を記入してください。

なお、一括払いにより火災保険料を支払う場合は、「総事業費」欄

の「その他諸経費」に火災保険料を含めますので、火災保険料の

月額は記入不要です。

自宅部分などの自己用住宅全体の戸数（※）を記入してください。

※自己使用又は親族が使用する住宅等、賃料が発生しない住

宅について記入してください。

賃貸用住宅全体の戸数を記入してください（小数点第３位以

下切捨て）。

土地の固定資産税月額は、各市町村で定める税率を記入の上、

原則としてその支出月額を記入してください。

建物の固定資産税月額は、原則として『建設費×0.00035』の計

算により概算金額を求めて記入してください。

計算上の建設費には「総事業費」欄に記入した「機構融資対象

部分の建設費及び機構融資対象部分以外の建設費」の合計額

を使用してください。

土地の都市計画税月額は、各市町村で定める税率を記入の上、

原則としてその支出月額を記入してください。

建物の都市計画税月額は、原則として『建設費×0.00015』の計

算により概算金額を求めて記入してください。

計算上の建設費には「総事業費」欄に記入した「機構融資対象部

分の建設費及び機構融資対象部分以外の建設費」の合計額を

使用してください。

用途地域②は、まちづくり融資をご利用の場合、記入してください。

「機構融資対象部分の建設費」欄は、機構の融資対象となる

賃貸住宅部分、自宅部分、事務所・店舗等の建設費の合計

額を記入してください。対象費用の確認は賃貸住宅等建設資

金借入申込書の書き方の別紙「機構の融資対象となる主な事

業費」をご参照ください。

「機構融資対象部分以外の建設費」欄は、機構融資の対象外

となる賃貸住宅部分、自宅部分、事務所・店舗等がある場合

は、当該部分の建設費の合計額を記入してください。

「除却工事費」欄は、除却工事費を記入してください。また、移

転・立ち退きの補償費が発生する場合は、その金額も含めて

記入してください。

「土地取得費」欄は、機構の土地取得費融資を希望する場合又

は他金融機関からこれから借入を行う（又は既に行った）場合

に記入してください。土地取得費には土地売買契約書に係る印

紙代を含みます。

〈土地を新たに取得する場合〉

取得費を必ず記入してください。

〈土地を取得済みの場合〉

申込日の属する年度の前々年度の４月１日以後に土地を取

得し、土地取得費を借入している場合は、その借入金残高（借

入申込日現在）を記入してください。（自己資金で取得済みの場

合は融資対象となりませんのでご注意ください。）。

※省エネ賃貸とサービス付き高齢者住宅については、土地取

得費を融資対象とする取扱いを、原則として停止しておりま

す。ご利用に当たっては、原則として土地取得費に相当す

る額以上の手持金を事業費に充当していただくことが必要

です。

「その他諸経費」欄は、火災保険料、機関保証料、登記手数

料、公租公課、土地取得に係る仲介手数料等の諸経費の合

計額を記入してください。当該諸経費は機構融資の対象とな

りますが、工事費の精算時に金額が未確定である費用につ

いては、融資対象外となります（詳細は機構支店等へお問合

せください。）。

１ 内→

２ 外


